
少子化に関する最近の動きについて

内閣府男女共同参画局総務課

１ 少子化社会対策基本法施行以降の動きについて

１５年９月 少子化社会対策基本法（以下「法」という ）施行（参考１）。

・少子化に対処するための施策の大綱(以下 大綱 という)の策定 ７条)「 」 （

・少子化社会対策会議の設置等（１８条、１９条）

１５年９月 少子化社会対策会議（第１回）

○ 会議決定「少子化社会対策大綱の作成方針等について」

・１６年５月を目途に、大綱の案の作成を行うこと、

・大綱案を作成するため会長が指名する委員及び有識者による検討会（参

考２）を開催すること、等を決定。

１５年 月、１６年１月 少子化社会対策大綱検討会（第１回、第２回）11
・少子化対策に関する論点メモ

・少子化社会対策大綱についてのアウトライン

１６年 月 少子化社会対策大綱検討会

・少子化社会対策大綱に盛り込む内容について検討

１６年５月目途 少子化社会対策会議

○ 少子化社会対策大綱案の策定

少子化社会対策大綱策定



２ 少子化社会対策大綱検討会における男女共同参画に関する有識者意見の概要

（第１回、第２回における男女共同参画に関する主要なものの要旨）

○ 仕事と子育ての両立支援
（１） 保育サービス等の充実

・待機児童を現実にゼロとする目標時期を明示すべき

（２）職場環境の整備・男性を含めた働き方の見直し
・男女ともに仕事と家庭生活の両立を無理なくできる職場環境の整備
が必要

・女性の就労継続支援、専業主婦の社会参画支援が必要
・女性が職業的選択の不本意な変更なく、出産・育児を選択できる社
会の整備が必要

・男性の子育て参加の促進、役割分業意識の改革が必要
・パパクォータ制を設けるべき

（３）その他
・子育てを社会全体で応援すること（子育ての社会化）への転換が必
要

（参考）少子化社会対策大綱検討会における論点等に関する資料

・少子化対策に関する論点メモ（第１回検討会資料 参考３）

・少子化社会対策大綱についてのアウトライン（第２回検討会資料 参考４）



少子化対策に関するこれまでの政府の取組の流れ 参考２ 
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『出生率の動向』を踏まえた対策 
「健やかに子供を生み育てる環境づくりについて」 

（健やかに子供を生み育てる環境づくりに関する関係省庁連絡会議） 

「１．５７ショック」＝少子化の認識が一般化 
子育てと仕事の両

立支援などの子ど

もを生み育てやす

い環境の整備 

①男性を含めた働き方の
見直し、 

②地域における子育て支
援、 

③社会保障における次世
代支援、 

④子供の社会性の向上や
自立の促進 

『総合的な少子化対策』 
・「少子化対策推進基本方針」 
（少子化対策推進関係閣僚会議） 

 
・「国民的な広がりのある取組みの推進について」 
（少子化への対応を推進する国民会議） 

『少子化の流れを変える』ためのもう一
段の対策（次世代育成支援対策）の推進 
・少子化社会を考える懇談会取りまとめ 
・少子化対策プラスワン 
 
・「次世代育成支援に関する当面の取組方針」（３月） 

 （少子化対策推進関係閣僚会議） 
・「次世代育成支援対策推進法」等の成立（７月） 

 

「少子化社会対策基本法」に基づく対策 
 
・「少子化社会対策基本法」の施行（９月） 
 
 
・「少子化社会対策大綱の策定」（5 月目途予定） 

 

新人口推計（平成１４年１月）の公表 （出生率予測：1.61 → 1.39） 

従来の「子育てと仕事の
両立支援」に加え、以下
の４つの柱に沿った取組
を推進 

平成１２年 

人口推計（平成９年１月）の公表（出生率予測：1.80 → 1.61） 
 

平成９年 

『少子化への対応の必要性』に基づく対策 
・「少子化に関する基本的な考え方について」 
（ 厚生省人口問題審議会） 

・「夢ある家庭づくりや子育てができる社会を築くために
（提言）」 

 （少子化への対応を考える有識者会議） 



資料２－１ 参考１ 

 

少子化社会対策基本法（概要） 

 

 
１ 前文 
子どもがひとしく心身ともに健やかに育ち、子どもを生み、育てる者が真に誇りと喜びを
感じることのできる社会を実現し、少子化の進展に歯止めをかけることが、求められてい
る旨等を規定。 
 
２ 総則 

♦ 目的（１条） 
少子化に対処するための施策を総合的に推進し、もって国民が豊かで安心して暮らす
ことのできる社会の実現に寄与することを目的とする。 
♦ 基本理念（２条） 
家庭や子育てに夢を持ち、かつ、次代の社会を担う子どもを安心して生み、育てるこ
とができる環境を整備すること、社会、経済、教育、文化その他あらゆる分野におけ
る施策は、少子化の状況に配慮して講ずべきこと 等 
♦ 国、地方公共団体、事業主、国民の責務（３～６条） 
♦ 政府の義務 

① 少子化に対処するための施策の大綱の策定（７条） 
② 必要な法制上又は財政上の設置を講ずること（８条） 
③ 年次報告の国会提出（９条） 

 
３ 基本的施策 

♦ 雇用環境の整備（１０条） 
♦ 保育サービス当の充実（１１条） 
♦ 地域社会における子育て支援体制の整備（１２条） 
♦ 母子健康医療体制の充実等（１３条） 
♦ ゆとりのある教育の推進等（１４条） 
♦ 生活環境の整備（１５条） 
♦ 経済的負担の軽減（１６条） 
♦ 教育及び啓発（１７条） 

 
４ 少子化社会対策会議（１８条、１９条） 
♦ 内閣府に特別の機関として設置 
♦ 所掌事務 

① 少子化に対処するための施策の大綱の案の作成 
② 少子化社会において講ぜられる施策について必要な関係行政機関相互の調整 
③ 少子化社会において講ぜられる施策に関する重要事項の審議、少子化に対処するた

めの施策の実施の推進 
♦ 組織 会長 内閣総理大臣 
     委員 内閣官房長官、関係行政機関の長、特命担当大臣 
     幹事 関係行政機関の職員 



 

少子化社会対策大綱検討会の開催について 
 

 

平 成 １ ５ 年 １ １ 月 ２ ６ 日 

少子化社会対策会議会長決定 

 

 

    1.趣旨 

       「少子化社会対策大綱の案の作成方針等について」（平成 15 年 9 月 10 日少子化社

会対策会議決定）に基づき、少子化に対処するための施策の大綱の案の作成に資する

ため、少子化社会対策大綱検討会（以下「検討会」という。）を開催する。 

 

    2.構成員 

       検討会の構成員は、別紙に掲げる少子化社会対策会議委員及び有識者とする。ただ

し、必要に応じ、他の少子化社会対策会議委員その他の関係者の出席を求めることが

できる。 

 

    3.主宰者 

       検討会は、内閣府特命担当大臣（青少年育成及び少子化対策）が主宰する。 

 

    4.庶務 

       検討会の庶務は、内閣府政策統括官（総合企画調整担当）において処理する。 

 

    5.その他 

       前各項に定めるもののほか、検討会の運営に関する事項その他必要な事項は、内閣

府特命担当大臣（青少年及び少子化対策）が定める。 



（別紙） 

 

 

少子化社会対策大綱検討会構成員名簿 
 

 

（少子化社会対策会議委員） 

内閣官房長官 

内閣府特命担当大臣(青少年育成及び少子化対策) 

文部科学大臣 

厚生労働大臣 

国土交通大臣 

 

 

（有識者） 

大塚
おおつか

 陸毅
むつたけ

      東日本旅客鉄道株式会社代表取締役社長 

大日向
おおひなた

 雅美
ま さ み

     恵泉女学園大学人文学部教授 

奥山
おくやま

 千鶴子
ち づ こ

     特定非営利活動法人びーのびーの理事長 

榊原
さかきばら

 智子
の り こ

      読売新聞編集局解説部記者 

佐藤
さ と う

 博樹
ひ ろ き

      東京大学社会科学研究所教授 

白石
しらいし

 真澄
ま す み

      東洋大学経済学部助教授 

宮島
みやじま

 洋
ひろし

       早稲田大学法学部特任教授 

桃井
も も い

 真里子
ま り こ

     自治医科大学小児科教授 

 

 

［有識者については五十音順・敬称略］ 



（参考） 

 

少子化社会対策大綱の案の作成方針等について 
 

（平成 15 年 9 月 10 日 少子化社会対策会議決定） 

 

 

１．少子化社会対策会議（以下「会議」という。）は、平成 16 年 5 月を目途に、少子

化社会対策基本法（以下「法」という。）第 18 条に基づく少子化に対処するための

施策の大綱（以下「大綱」という。）の案の作成を行う。 

 

２．大綱は、法の定める以下の基本的施策を中心に、政府が少子化に対処するために推

進すべき施策の総合的かつ長期的な指針を示すものとして、その案を作成すること

とする。 

① 雇用環境の整備 

② 保育サービス等の充実 

③ 地域社会における子育て支援体制の整備 

④ 母子保健医療体制の充実等 

⑤ ゆとりのある教育の推進等 

⑥ 生活環境の整備 

⑦ 経済的負担の軽減 

⑧ 教育及び啓発 

 

３．大綱の案の作成に資するため、会長が指名する委員及び有識者による検討会を開催

するとともに、内閣府において、国民各層の意見を幅広く聴取することとする。 

 

４．会議は、少子化対策推進関係閣僚会議（平成 11 年 5 月 21 日閣議口頭了解により

開催、法の施行に伴い平成 15 年 9 月 1 日廃止）の機能を引き継ぎ、大綱が定めら

れるまでの間、同閣僚会議において決定された「少子化対策推進基本方針」（平成

11 年 12 月 17 日）及び「次世代育成支援に関する当面の取組方針」（平成 15 年 3

月 14 日）に基づき、少子化に対処するための施策を推進することとする。 



資料２－１ 参考３ 

少子化対策に関する論点メモ 
 

※ 本資料は、検討会における少子化対策に関する考え方等についての議論の参考とす

るため、事務局において、様々な観点から考えられる少子化対策の課題について整

理を試みたものである。 

 

１．家族の多様性に着目した課題 

○ 全ての子育て家庭を対象とした支援 

 ※子育て家庭の多様性に着目しつつ、全ての子育て家庭に対し、支援が行われるよう

配慮 

 

 ◇専業主婦の子育て家庭 
  ※子育ての負担感が大きい専業主婦の在宅育児への支援に着目 

・地域における子育て支援の抜本的充実（相談・交流型／一時預かり型／ 

居宅支援型事業） 

・専業主婦による在宅育児の価値の再評価 

・出産・子育てのために仕事を離れた人の職業経験や知識・技能をいかし 

た再就職の支援 

など 

 
 ◇共働き子育て家庭 
  ※共働き子育て家庭の多様なニーズに対応した支援が充実するよう配慮 

・仕事と子育ての両立支援（雇用環境の整備、保育サービスの充実等） 

など 

 

 ◇一人親子育て家庭 
  ※離婚や死別などによる一人親子育て家庭に対し、総合的な支援が行われるよう 

配慮 

 

○ 未婚者や子どもを持てない夫婦に対する支援 

  ※結婚や子どもを持つことを本当は（潜在的には）望んでいながら様々な困難等 

のために結婚できない又は子どもを持てない者に着目 

・仕事と子育ての両立支援等、安心して子どもを持つことができる環境の整備 

・フリーター対策等の若者の自立支援 

・不妊治療等の出産の支援 

・結婚に対する支援を行うことの是非 

など 



２．身近な子育て支援の大切さに着目した課題 

○ 身近に利用できる子育て支援サービス等の充実 

  ※身近なところで子育てを支えられているという実感が持てるよう配慮 

・地域における子育て支援サービス体制の整備 

・特に、「つどい広場」等子育て中の親による互いの子育て助け合いの促進 

 （NPO、ボランティアとの連携） 

・小児救急医療等出産・子育てに関わる医療体制の整備 

など 

 

○ 子育てを支援する生活環境の整備 

  ※ハード・ソフト両面において身近な生活環境が子育てにやさしいものとなってい

るよう配慮 

・広くゆとりのある住宅の確保 

・住宅等と保育所等の子育て支援施設の一体的整備や職住近接の実現 

・公共施設、公共交通機関、建築物等のバリアフリー化の推進 

など 

 

３．子育ての心理面の負担に着目した課題 

○ 子育ての心理的負担の軽減 

  ※子育てに対する心理的負担をもたらす要因に着目 

・子どもや子育て家庭に対し無関心、冷淡な社会の風潮の改善 

・負担感を生じさせている要因（仕事と子育ての両立の困難、母親の孤独 

 感等）の軽減 

など 

 

○ 結婚・出産・子育てに関する否定的イメージの払拭 

  ※結婚・出産、子育てについて必要以上に否定的イメージが持たれているのではな

いかという点に着目 

・結婚や出産、子育てに関して持たれている否定的イメージ（時間的・ 

 精神的拘束感、負担感等）の払拭 

・男女が協力して過程を築くこと及び子どもを生み、育てることの意義に 

 関する教育・広報・啓発 

など 



４．働き方に着目した課題 

○ 男性も含めた働き方の見直し 

  ※全ての人が仕事時間と生活時間のバランスがとれる多様な働き方ができるよう

配慮 

・人の営みにおいて、子育てや次世代の育成が重要であるという意識・ 

 企業文化の構築 

・男性も女性も仕事と子育てを両立できる雇用環境の整備 

・特に、過重な労働状況になっている子育て層の男性の働き方の見直し 

など 

 

 

５．男性の子育てに着目した課題 

○ 男性の子育て参加の促進 

  ※極端に短い弾性の家事・育児時間の現状に着目 

 

 

６．地域の多様性に着目した課題 

○ 都市部における子育てを困難にする現状の改善 

  ※合計特殊出生率が低い都市部特有の子育ての困難さに着目 

・待機児童の解消 

・職住近接の実現 

・安心して子どもと遊びにいけない環境の改善 

など 

 

○ 地方における子育て環境の改善 

  ※地方特有の子育ての困難さに着目 

・子どもの絶対数が少ないことに伴う、子ども同士の交流の場の不足を 

改善 

・身近に利用できる子育て支援体制の整備 

など 

 



７．子育ての費用負担に着目した課題 

○ 子育ての経済的負担の軽減 

  ※子育てに要する経済的負担の重さに着目 

・保育や教育、医療等の面における負担の軽減 

・児童手当、子育てに関する税制の在り方 

など 

 

 

○ 子育て費用の社会全体での負担 

  ※費用面における子育ての社会化に着目 

・子育てのコストを社会全体で負担するための制度（例えば、育児保険の 

ような制度）の可否 

など 

 

 

８．世代間の交流に着目した課題 

○ 子育てを終えた世代の子育て支援参加促進 

  ※子育てを終えた世代が持つ経験や時間的余裕等に着目 

 

 

○ 中高生が乳幼児と触れ合う機会の拡大 

  ※中高生が乳幼児と触れ合う機会が減少していることに着目 

 

 

９．子どもの年齢期に着目した課題 

○ 子どもの成長段階に応じた適切な支援 

  ※出生から青少年期までの子どもの成長段階に応じた支援のあり方に着目 

・育児負担が大きい 3 歳未満児に対する支援の重点強化 

・「生きる力」を育む等子どもの社会性の向上、自立の促進を図るための 

総合的な教育や健全育成の取組の推進 

・「食育」の推進や性に関する正しい理解の普及 

など 

 



１０．取組の緊急性に着目した課題 

○ 子育て環境の集中的改善 

  ※第 2 次ベビーブーム世代が出産・子育て期を迎えており、今後５年程度の 

間に、子どもを生み、育てる環境を改善させるため、集中的な取組を行 

う必要性に着目 

・効果の高い施設の重点的、集中的実施 

・施策の集中的推進体制の早急な構築 

など 

 

 

 



少子化社会対策大綱についてのアウトライン 
 

（注）本資料は、検討会における議論に 

   資するため、事務局においてたた 

   き台として作成したものである。 

   実際の大綱案の構成は、今後の検 

   討により変更等がありうる。   

 

１ 大綱策定の目的 

 

○少子化の現状と社会への影響 

 ・保育サービスの整備、育児休業制度の充実などの施策を積み上げてきたにもかか

わらず、我が国の出生率は 1.32 に低下し、今後数年内に人口減少社会に突入 

 ・激しい少子・高齢化の進行は、社会経済あるいは我が国のあり方に深刻な影響 

 

○少子化をもたらしている社会の状況 

 ・子供を生み、育てることを望んでも、その実現を困難にしている意識や社会環境

の存在 

 ・仕事を続けていこうとする女性にとって、仕事と子育ての両立の観点からの高い

バリア（障壁） 

 ・子供を生み、育てることに対する不安感が強く、専業主婦も含め、子育てが孤立

化している傾向 

 ・価値観の多様化、社会的自立の遅れ等のなかでの晩婚化、未婚率の上昇 

 ・子どもを生み、育てにくくしている長時間勤務等の働き方の現状 

 ・日本の社会は子育てに冷たい社会になっているとの指摘 

 ・さらに、子育てに価値を見出しにくい社会になっている、子育てをしたいという

意識が弱化している、との指摘 

 

○少子化対策の必要性、有益性 

 ・少子化の流れを変えるための適切な対策の効果は、活力ある社会と豊かな国民生

活の実現につながり、個人一人ひとりに還元されていくもの 

 

○このため、少子化社会対策基本法に基づき、少子化に対処するための施策の指針と

しての大綱を定め、少子化に歯止めをかけるという課題に的確に対処する 

 

 



２ 基本的な考え方及び重点課題 

 

（１）基本的な考え方 

 

○家庭や子育てに夢を持ち、かつ、次代の社会を担う子どもを安心して生み、育てる

ことができる環境整備 

 

○子どもを生み、育てる者が真に誇りと喜びを感じることのできる社会の実現 

 

○留意すべき事項 

 ・少子化に対処する施策の重要性、緊急性 

 ・子育て家庭の多様性を踏まえ、すべての子育て環境を対象とした支援 

 ・大都市、地方都市、農村等、地域の多様性に応じた支援の実施 

 ・男女が協力して過程を築き、子どもを生み、育てることのできる社会の形成 

 ・それぞれの当事者の主体的な取組及びそれに対する支援 

  （父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任） 

  （企業や NPO などの積極的な取組） 

 ・子どもにとっての幸せの視点 

 ・未婚率上昇への留意 

 

（２）重点課題 

 

○子育てと仕事の両立支援 

○男性を含めた働き方の見直し 

○地域における子育て支援 

○子育て家庭への経済的支援 

○若者の社会的な自立支援 

○子育てを応援する社会づくり 

 

 

 

 

 



３ 少子化に対処するための施策の基本的方向 

 

 

４ 推進体制等 

 

（１）推進体制等についての考え方 

  ○効果的な推進体制の整備 

  ○少子化社会対策会議を中心とした緊密な連携・協力 

 

（２）次世代育成支援対策推進法に基づく取組 

  ○次世代育成支援対策推進法に基づく都道府県、市町村、事業者による行動計画の

策定、推進 

 

（３）重点施策についての具体的実施計画 

  ○関係省庁の施策の具体的実施計画（新新プラン）を策定 

 

（４）国民的な理解と広がりをもった取組の促進 

  ○「少子化への対応を推進する国民会議」等 

 

（５）情報の収集・分析・提供、情報公開と国民の意見の反映 

  ○少子化の状況及び少子化社会対策に係る情報の収集・分析、提供、情報公開 

  ○国民の意見の聴取、反映 

 

（６）政策評価と影響調査 

  ○施策の効果について評価 

  ○政府の施策が少子化の状況に及ぼす影響について調査 

 

（７）大綱のフォローアップ等 

  ○状況に応じフォローアップを行い、おおむね 5 年を目途に見直し 

 


